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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第97期

第３四半期連結
累計期間

第98期
第３四半期連結
累計期間

第97期
第３四半期連結
会計期間

第98期
第３四半期連結
会計期間

第97期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 49,438 41,358 18,912 12,656 65,727

経常利益 (百万円) 5,560 7,826 2,219 3,268 8,357

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,903 4,408 1,162 1,977 2,925

純資産額 (百万円) ― ― 27,398 28,502 24,299

総資産額 (百万円) ― ― 65,603 58,608 63,607

１株当たり純資産額 (円) ― ― 397.57 413.8 352.63

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 42.13 63.99 16.86 28.71 42.45

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 41.8 48.6 38.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 848 △601 ― ― 9,740

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △896 △1,361 ― ― △1,035

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,448 636 ― ― △1,154

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 6,907 8,460 9,636

従業員数 (名) ― ― 924 936 936

(注) １　売上高には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という)は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　

EDINET提出書類

近畿車輛株式会社(E02138)

四半期報告書

 2/30



２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、平成21年６月末をもちまして、その他事業であるアルミニウム事業を廃止いたしました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 936

(注)  従業員数は、就業人員数（当社グループ〔当社及び連結子会社〕からグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含んでおります。）であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名)
737
(46)

(注) １　従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

ります。　

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員は期間雇用の嘱託社員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

平成21年３月末をもちまして建材関連事業を、平成21年６月末をもちましてその他事業であるアルミニ

ウム事業を廃止いたしました。

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであり

ます。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

鉄道車両関連事業 9,524 66.9

その他事業 ― ―

合計 9,524 65.0

(注) １　前年同四半期比の合計欄は、前連結会計年度をもちまして事業を廃止いたしました建材関連事業を含んだ合計
（14,662百万円）にて計算しております。なお、前第３四半期連結会計期間における当該事業の生産高は206
百万円であります。

     ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであり

ます。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

鉄道車両関連事業 9,705 52.6 85,846 75.5

その他事業 ― ― ― ―

合計 9,705 51.9 85,846 75.5

(注) １　前年同四半期比の合計欄は、それぞれ前連結会計年度をもちまして事業を廃止いたしました建材関連事業を含
んだ合計（受注高18,710百万円、受注残高113,772百万円）にて計算しております。なお、前第３四半期連結会
計期間における当該事業の受注高は31百万円、受注残高は41百万円であります。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであり

ます。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

鉄道車両関連事業 12,479 68.2

不動産賃貸事業 176 93.4

その他事業 ― ―

合計 12,656 66.9

(注) １　前年同四半期比の合計欄は、前連結会計年度をもちまして事業を廃止いたしました建材関連事業を含んだ合計
（18,912百万円）にて計算しております。なお、前第３四半期連結会計期間における当該事業の販売実績は
193百万円であります。

　　 ２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

相手先 販売高(百万円)割合(％) 相手先 販売高(百万円)割合(％)

三菱商事株式会社 8,00742.3
Dallas Area Rapid Transit
(ダラス高速運輸公社)

6,46551.1

Dallas Area Rapid Transit
(ダラス高速運輸公社)

3,47818.4三菱商事株式会社 3,39426.8

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間の当社グループ（当社及び連結子会社）における業績は、売上高が126億

５千６百万円（前第３四半期連結会計期間売上高189億１千２百万円）と前年同期に比べ62億５千６百

万円（33.1%）の減収となりましたが、営業利益は31億８千７百万円（前第３四半期連結会計期間営業

利益23億３千９百万円）と８億４千８百万円（36.3%）の増加となりました。また、経常利益は32億６千

８百万円（前第３四半期連結会計期間経常利益22億１千９百万円）となり、四半期純利益は19億７千７

百万円（前第３四半期連結会計期間四半期純利益11億６千２百万円）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。

①鉄道車両関連事業

国内向車両では、西日本旅客鉄道株式会社向521系近郊型電車等があり、海外向車両ではドバイ道

路交通局向電車やダラス高速運輸公社向低床式軽量電車等があったものの、売上高は124億７千９

百万円（前第３四半期連結会計期間売上高183億４百万円）と前年同期に比べ58億２千４百万円

（31.8%）の減収となりましたが、営業利益は33億６千万円（前第３四半期連結会計期間営業利益

25億９千万円）となりました。

②不動産賃貸事業

東大阪商業施設及び所沢商業施設を中心に売上高は１億７千７百万円（前第３四半期連結会計

期間売上高２億円）となり、営業利益は１億４千６百万円（前第３四半期連結会計期間営業利益１

億６千４百万円）となりました。

③その他事業

アルミニウム事業として、アルミニウム合金の押出形材の製造販売等を行っておりましたが、平

成21年６月末をもちまして、当該事業を廃止いたしました。

　

なお、平成21年３月末をもちまして、建材関連事業を廃止いたしました。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。

①日本

鉄道車両関連事業及び不動産賃貸事業があり、売上高は72億５千５百万円（前第３四半期連結会

計期間売上高138億５千８百万円）と前年同期に比べ66億３百万円（47.6%）の減収となりました

が、営業利益は23億３千９百万円（前第３四半期連結会計期間営業利益17億８千２百万円）となり

ました。
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②北米

鉄道車両関連事業があり、ダラス高速運輸公社向低床式軽量電車等を中心に売上高は70億５千５

百万円（前第３四半期連結会計期間売上高64億２千７百万円）と前年同期に比べ６億２千８百万

円（9.8%）の増収となり、営業利益は11億４千８百万円（前第３四半期連結会計期間営業利益10億

３千９百万円）となりました。

　
　

(2)財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は586億８百万円（前連結会計年度末636億７百万円）と

49億９千８百万円の減少となりました。流動資産は売上債権及び仕掛品の減少が大きかったことによ

り、446億６千５百万円（前連結会計年度末497億５千万円）と50億８千５百万円の減少となりまし

た。固定資産は139億４千３百万円（前連結会計年度末138億５千６百万円）と８千６百万円の増加と

なりました。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は301億６百万円（前連結会計年度末393億７百万円）と

92億円の減少となりました。流動負債は主に仕入債務及び前受金の減少等により、264億７千１百万円

（前連結会計年度末355億５千万円）と90億７千８百万円の減少となりました。固定負債は36億３千

４百万円（前連結会計年度末37億５千７百万円）と１億２千２百万円の減少となりました。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は285億２百万円（前連結会計年度末242億９千９百万

円）と42億２百万円の増加となりました。その主な要因は、四半期純利益の計上によるものです。

　
(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前年同期末と比べ15億５

千２百万円の増加となり、残高は84億６千万円（前第３四半期連結会計期間末69億７百万円）となりま

した。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が32億６千８百万円となり、主に

仕入債務の減少額及び法人税等の支払額が大きかったことから６億８千９百万円の支出（前第３四半

期連結会計期間２億７千３百万円の支出）と前年同期と比べ４億１千５百万円の支出の増加となりま

した。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得によって５億４千７百万円の支出

（前第３四半期連結会計期間２億３千４百万円の支出）と前年同期と比べ３億１千３百万円の支出の

増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に自己株式の取得によって１千５百万円の支出（前第３四

半期連結会計期間は主に短期借入金の増加によって20億９千７百万円の収入）となりました。

　
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(5)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億５千７百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 69,083,597同左

　東京証券取引所
　市場第１部
　大阪証券取引所
　市場第１部

単元株式数
1,000株

計 69,083,597同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 69,083,597― 5,252 ― 2,624

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成21年11月30

日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成21年11月23日現在でそれぞれ以下のとお

り株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社

として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（株） 株券等保有割合

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 株式 1,053,7051.53

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式 4,224,8986.12

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 株式 88,987 0.13

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式 100,0000.14

国際投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 株式 371,0000.54

三菱ＵＦＪアセット・マネジメ
ント（ＵＫ）

12-15Finsbury Circus, London, EC2M
7BT, United Kingdom

株式 594,0000.86
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 183,000

― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,536,00068,536 同上

単元未満株式 普通株式 364,597 ― ―

発行済株式総数 69,083,597― ―

総株主の議決権 ― 68,536 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
近畿車輛株式会社

東大阪市稲田上町２丁目
２番46号

183,000― 183,000 0.26

計 ― 183,000― 183,000 0.26

（注）　株式名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)あります。

　なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含めております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

最高(円) 572 647 663 759 936 928 845 837 738

最低(円) 459 534 598 634 721 792 745 652 612

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部の相場によるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,460 9,636

受取手形及び売掛金 ※４
 17,068 18,977

仕掛品 ※５
 16,135 18,088

原材料及び貯蔵品 576 663

その他 2,456 2,434

貸倒引当金 △33 △49

流動資産合計 44,665 49,750

固定資産

有形固定資産 ※１・３
 8,733

※１・３
 8,658

無形固定資産 162 179

投資その他の資産

投資有価証券 4,124 3,781

その他 994 1,287

貸倒引当金 △72 △50

投資その他の資産合計 5,047 5,019

固定資産合計 13,943 13,856

資産合計 58,608 63,607

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,636 10,650

短期借入金 7,700 6,700

未払法人税等 1,598 1,647

前受金 6,322 11,615

賞与引当金 657 475

役員賞与引当金 － 160

製品保証引当金 944 568

受注損失引当金 ※５
 1,220 －

事業整理損失引当金 － 99

その他 2,391 3,632

流動負債合計 26,471 35,550

固定負債

退職給付引当金 1,068 990

その他 ※３
 2,566

※３
 2,766

固定負債合計 3,634 3,757

負債合計 30,106 39,307
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,252 5,252

資本剰余金 3,124 3,124

利益剰余金 21,081 17,016

自己株式 △80 △59

株主資本合計 29,377 25,335

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 222 44

繰延ヘッジ損益 82 290

為替換算調整勘定 △1,180 △1,370

評価・換算差額等合計 △875 △1,035

純資産合計 28,502 24,299

負債純資産合計 58,608 63,607
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 49,438 41,358

売上原価 40,844 30,500

売上総利益 8,594 10,857

販売費及び一般管理費 ※１
 2,995

※１
 3,055

営業利益 5,598 7,802

営業外収益

受取利息 76 12

受取配当金 72 70

為替差益 － 8

雑収入 40 87

営業外収益合計 189 179

営業外費用

支払利息 60 45

為替差損 57 －

固定資産除却損 － 44

持分法による投資損失 62 －

雑支出 46 65

営業外費用合計 227 155

経常利益 5,560 7,826

特別利益

固定資産売却益 87 －

投資有価証券売却益 15 －

特別利益合計 103 －

特別損失

過年度製品保証引当金繰入額 － 556

健康被害補償引当金繰入額 296 －

事業整理損 ※２
 214 －

たな卸資産評価損 158 －

特別損失合計 669 556

税金等調整前四半期純利益 4,994 7,269

法人税、住民税及び事業税 1,531 3,308

法人税等調整額 558 △447

法人税等合計 2,090 2,860

四半期純利益 2,903 4,408
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 18,912 12,656

売上原価 15,452 ※１
 8,280

売上総利益 3,460 4,375

販売費及び一般管理費 ※２
 1,120

※２
 1,187

営業利益 2,339 3,187

営業外収益

受取利息 22 2

受取配当金 36 33

為替差益 － 56

雑収入 17 18

営業外収益合計 76 111

営業外費用

支払利息 25 15

為替差損 128 －

持分法による投資損失 12 －

雑支出 29 15

営業外費用合計 196 30

経常利益 2,219 3,268

特別損失

健康被害補償引当金繰入額 296 －

特別損失合計 296 －

税金等調整前四半期純利益 1,923 3,268

法人税、住民税及び事業税 △168 881

法人税等調整額 929 409

法人税等合計 761 1,290

四半期純利益 1,162 1,977
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,994 7,269

減価償却費 918 856

賞与引当金の増減額（△は減少） 17 212

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10 △160

貸倒引当金の増減額（△は減少） 19 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △33 78

製品保証引当金の増減額（△は減少） － 376

受注損失引当金の増減額（△は減少） 147 1,220

健康被害補償引当金の増減額（△は減少） 296 －

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 45 △99

受取利息及び受取配当金 △148 △83

支払利息 60 45

持分法による投資損益（△は益） 62 －

投資有価証券売却損益（△は益） △15 －

有形固定資産除却損 21 44

有形固定資産売却損益（△は益） △74 3

売上債権の増減額（△は増加） △5,446 △3,346

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,155 1,946

仕入債務の増減額（△は減少） 1,494 △5,222

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △332 △321

未収消費税等の増減額（△は増加） 548 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 364 △354

その他 54 315

小計 4,158 2,786

退職給付制度改定に伴う支払額 － △118

特別保険料等の支払額 △1,814 －

利息及び配当金の受取額 148 83

利息の支払額 △60 △40

法人税等の支払額 △1,584 △3,312

営業活動によるキャッシュ・フロー 848 △601

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,077 △1,316

有形固定資産の売却による収入 283 20

無形固定資産の取得による支出 △98 △22

投資有価証券の取得による支出 △35 △42

投資有価証券の売却による収入 30 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △896 △1,361
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,800 1,000

自己株式の取得による支出 △10 △21

配当金の支払額 △340 △341

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,448 636

現金及び現金同等物に係る換算差額 △326 150

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,073 △1,176

現金及び現金同等物の期首残高 3,833 9,636

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,907 8,460
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する

事項の変更

(1)収益及び費用の計上基準

　請負工事に係る収益の計上基準については、「工事契約に関する会計基準」(企業会計

基準第15号 平成19年12月27日)および「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第

１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進

捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗

率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

　また、鉄道車両の収益の計上基準については、従来、引渡基準(在外連結子会社は工事進

行基準)を適用しておりましたが、請負契約に係ることから、工事完成基準による収益の

計上については、検収基準に変更しております。この変更により、従来と同一の基準を適

用した場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,792百万円減少してお

りますが、これに対応する受注損失引当金を加味すると、売上総利益、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2)製品保証引当金の計上方法

　従来、引渡済車両に係る製品保証に係る補修費用の支出が確実に見込まれ、かつ、個別

に見積可能な補修費用についてその発生見込額を計上しておりましたが、第１四半期連

結会計期間から、過去の補修費用の実績率に基づく見積額を計上する方法を併用するこ

とに変更しております。この変更は、車両納入後の営業運転において補修サービスの重

要性が増加し、車両売上高の増加に伴い、発生する補修費用の増加傾向が顕著になって

きたこと、また過去の補修費用のデータが整備、蓄積できてきたことから、過去の補修費

用の実績率に基づく見積額を引当計上することにより、期間損益の更なる適正化を図る

ために行うものです。この変更により、従来と同一の基準を適用した場合と比較して、当

第３四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益及び経常利益は149百万円減少してお

り、税金等調整前四半期純利益は705百万円減少しております。なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

　
【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「雑支出」に含めていた「固定資産除却損」は、営業外費用総額

の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期連結

累計期間の営業外費用の「雑支出」に含まれる「固定資産除却損」は21百万円であります。
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【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積

高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい

変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算

定しております。

２　たな卸資産の評価方

法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、第２四

半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっ

ております。

３　固定資産の減価償却

費の算定方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算定しております。

４　法人税等並びに繰延

税金資産及び繰延

税金負債の算定方

法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　13,035百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　13,514百万円

―――

 
 

　 　

  ２　偶発債務

　　　　連結会社以外の会社の銀行借入に対する

債務保証

コスモ近畿㈱ 200百万円

※３　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産

建物 655百万円

　　　　担保付債務

預り保証金 990百万円

預り敷金 70百万円

　(固定負債「その他」に含む)

※３　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産

建物 682百万円

　　　　担保付債務

預り保証金 1,051百万円

預り敷金 70百万円

　(固定負債「その他」に含む)

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の処理

　　  　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日を

もって決済処理している。なお、当第３四半期連結

会計期間末日は、金融機関の休日であったため四

半期連結会計期間末日満期手形が、以下の科目に

含まれている。

受取手形及び売掛金 23百万円

―――

※５  損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受

注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る

たな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する額

は、仕掛品1,220百万円であります。

―――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 773百万円

賞与引当金繰入額 229百万円

役員賞与引当金繰入額 90百万円

貸倒引当金繰入額 21百万円

※２　建材事業の整理に伴い発生する損失であり、主

な内訳は次のとおりであります。

事業整理損失引当金繰入額 45百万円

固定資産除却損 116百万円

貯蔵品処分損 36百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 753百万円

賞与引当金繰入額 357百万円

貸倒引当金繰入額 27百万円

　 　
―――

 

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

―――

 

※１　売上原価には、受注損失引当金の戻入額560百万

円が含まれております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 328百万円

賞与引当金繰入額 66百万円

役員賞与引当金繰入額 30百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 268百万円

賞与引当金繰入額 123百万円

貸倒引当金繰入額 25百万円

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,907百万円

現金及び現金同等物 6,907百万円

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,460百万円

現金及び現金同等物 8,460百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 69,083,597

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 205,035

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 344 5 平成21年３月31日 平成21年６月10日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べて著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計年度末の契約額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べて著

しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
鉄道車両
関連事業
(百万円)

建材
関連事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 18,304 193 189 225 18,912 ― 18,912

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 10 12 23 (23) ―

計 18,304 193 200 238 18,936 (23)18,912

営業利益(△は営業損失) 2,590 △77 164 △1 2,676 (337)2,339

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各事業区分の主な製品等
　(1) 鉄道車両関連事業……各旅客鉄道会社(ＪＲ)向客電車、公私鉄向各種電車、輸出用客電車、車両保守部品
　　　　　　　　　　　及びメンテナンス他

　(2) 建材関連事業…………建築用ドアの製造修理
　(3) 不動産賃貸事業………不動産賃貸
　(4) その他事業……………アルミニウム合金の押出形材の製造・販売他
３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　
平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。

４　法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20年４月30日　省令第32
号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について耐用年数の変更を行って
おります。

５　平成21年３月末をもって建材事業を廃止する予定であり、当第３四半期連結会計期間において当該事業の資産
を車両事業に移管するとともに、不要資産の売却等を行っております。その結果、建材事業の資産は、前連結会
計年度末に比べて2,400百万円減少しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
鉄道車両
関連事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 12,479 176 ― 12,656 ― 12,656

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 0 ― 0 (0) ―

計 12,479 177 ― 12,656 (0) 12,656

営業利益 3,360 146 ― 3,506 (319) 3,187

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な製品等
　(1) 鉄道車両関連事業……各旅客鉄道会社(ＪＲ)向客電車、公私鉄向各種電車、輸出用客電車、車両保守部品
　　　　　　　　　　　及びメンテナンス他

　(2) 不動産賃貸事業………不動産賃貸
　(3) その他事業……………アルミニウム合金の押出形材の製造・販売他
３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計処理基準に関する事項の変更(1)」
に記載のとおり、鉄道車両の収益の計上基準については、従来、引渡基準(在外連結子会社は工事進行基準)を
適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から工事完成基準による収益の計上については、検収基準に
変更しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計処理基準に関する事項の変更(2)」
に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から製品保証引当金の計上基準について変更を行っております。

５　平成21年３月末に、建材関連事業を廃止したことに伴い、事業区分が減少しております。また、平成21年６月末
に、その他事業であるアルミニウム事業を廃止いたしました。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
鉄道車両
関連事業
(百万円)

建材
関連事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 46,5371,568 557 775 49,438 ― 49,438

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 34 34 69 (69) ―

計 46,5371,568 592 810 49,508 (69)49,438

営業利益(△は営業損失) 6,385△165 488 △51 6,657(1,059)5,598

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各事業区分の主な製品等
　(1) 鉄道車両関連事業……各旅客鉄道会社(ＪＲ)向客電車、公私鉄向各種電車、輸出用客電車、車両保守部品
　　　　　　　　　　　及びメンテナンス他

　(2) 建材関連事業…………建築用ドアの製造修理
　(3) 不動産賃貸事業………不動産賃貸
　(4) その他事業……………アルミニウム合金の押出形材の製造・販売他
３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　
平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。この結果、従来と同一の方法によった場合と比
べて、当第３四半期連結累計期間の「鉄道車両関連事業」について、営業費用は６百万円増加、営業利益は同
額減少し、「建材関連事業」について、営業費用は０百万円増加、営業損失は同額増加しております。

４　法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20年４月30日　省令第32
号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について耐用年数の変更を行って
おります。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の「鉄道車両関連
事業」について、営業費用は51百万円増加、営業利益は同額減少し、「建材関連事業」について、営業費用は４
百万円増加、営業損失は同額増加し、「その他事業」について、営業費用は３百万円増加、営業損失は同額増加
しております。

５　平成21年３月末をもって建材事業を廃止する予定であり、当第３四半期連結累計期間において当該事業の資産
を車両事業に移管するとともに、不要資産の売却等を行っております。その結果、建材事業の資産は、前連結会
計年度末に比べて2,400百万円減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
鉄道車両
関連事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 40,755 550 51 41,358 ― 41,358

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 9 8 17 (17) ―

計 40,755 559 60 41,375 (17) 41,358

営業利益(△は営業損失) 8,345 460 △37 8,768 (966) 7,802

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な製品等
　(1) 鉄道車両関連事業……各旅客鉄道会社(ＪＲ)向客電車、公私鉄向各種電車、輸出用客電車、車両保守部品
　　　　　　　　　　　及びメンテナンス他

　(2) 不動産賃貸事業………不動産賃貸
　(3) その他事業……………アルミニウム合金の押出形材の製造・販売他
３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計処理基準に関する事項の変更(1)」
に記載のとおり、鉄道車両の収益の計上基準については、従来、引渡基準(在外連結子会社は工事進行基準)を
適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から工事完成基準による収益の計上については、検収基準に
変更しております。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の「鉄道
車両関連事業」について、売上高は2,792百万円減少しておりますが、これに対応する受注損失引当金を加味
すると、営業利益に与える影響はありません。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計処理基準に関する事項の変更(2)」
に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から製品保証引当金の計上基準について変更を行っております。こ
の結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の「鉄道車両関連事業」につい
て、営業費用は149百万円増加、営業利益は同額減少しております。

５　平成21年３月末に、建材関連事業を廃止したことに伴い、事業区分が減少しております。また、平成21年６月末
に、その他事業であるアルミニウム事業を廃止いたしました。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 日本(百万円) 北米(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 12,485 6,427 18,912 ― 18,912

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,373 ― 1,373 (1,373) ―

計 13,858 6,427 20,286 (1,373) 18,912

営業利益 1,782 1,039 2,822 (483) 2,339

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　北米……アメリカ合衆国

３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　

平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。

４　法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20年４月30日　省令第32

号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について耐用年数の変更を行って

おります。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 日本(百万円) 北米(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 5,600 7,055 12,656 ― 12,656

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,655 ― 1,655 (1,655) ―

計 7,255 7,055 14,311 (1,655) 12,656

営業利益 2,339 1,148 3,487 (300) 3,187

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　北米……アメリカ合衆国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更　(1)」

に記載のとおり、鉄道車両の収益の計上基準については、従来、引渡基準(在外連結子会社は工事進行基準)を

適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から工事完成基準による収益の計上については、検収基準に

変更しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更　(2)」

に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から製品保証引当金の計上基準について変更を行っております。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 日本(百万円) 北米(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 34,071 15,367 49,438 ― 49,438

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,623 ― 2,623 (2,623) ―

計 36,694 15,367 52,062 (2,623) 49,438

営業利益 5,032 1,772 6,805 (1,206) 5,598

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　北米……アメリカ合衆国

３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　

平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。この結果、従来と同一の方法によった場合と比

べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」について、営業費用は７百万円増加、営業利益は同額減少してお

ります。

４　法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20年４月30日　省令第32

号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について耐用年数の変更を行って

おります。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」につい

て、営業費用は59百万円増加、営業利益は同額減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　 日本(百万円) 北米(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 28,924 12,433 41,358 ― 41,358

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,720 ― 2,720 (2,720) ―

計 31,645 12,433 44,078 (2,720) 41,358

営業利益 6,317 2,371 8,689 (887) 7,802

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　北米……アメリカ合衆国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更　(1)」

に記載のとおり、鉄道車両の収益の計上基準については、従来、引渡基準(在外連結子会社は工事進行基準)を

適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から工事完成基準による収益の計上については、検収基準に

変更しております。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の「日

本」について、売上高は2,792百万円減少しておりますが、これに対応する受注損失引当金を加

味すると、営業利益に与える影響はありません。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更　(2)」

に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から製品保証引当金の計上基準について変更を行っております。こ

の結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」について、営業費用

は149百万円増加、営業利益は同額減少しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 北米 アフリカ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,427 36 8,186 14,650

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 18,912

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

34.0 0.2 43.3 77.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米…………アメリカ合衆国

　(2) アフリカ……エジプト・アラブ共和国

　(3) アジア………中華人民共和国(香港)、アラブ首長国連邦

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 北米 アフリカ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,055 47 3,493 10,596

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 12,656

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

55.7 0.4 27.6 83.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米…………アメリカ合衆国

　(2) アフリカ……エジプト・アラブ共和国

　(3) アジア………中華人民共和国(香港)、アラブ首長国連邦、フィリピン共和国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　

　 北米 アフリカ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 15,367 653 22,719 38,739

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 49,438

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

31.1 1.3 46.0 78.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米…………アメリカ合衆国

　(2) アフリカ……エジプト・アラブ共和国

　(3) アジア………中華人民共和国(香港)、アラブ首長国連邦

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)
　

　 北米 アフリカ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 12,436 49 19,697 32,183

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 41,358

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

30.1 0.1 47.6 77.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米…………アメリカ合衆国

　(2) アフリカ……エジプト・アラブ共和国

　(3) アジア………中華人民共和国(香港)、アラブ首長国連邦、フィリピン共和国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

近畿車輛株式会社(E02138)

四半期報告書

26/30



(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 413円80銭

 
１株当たり純資産額の算定上の基礎

１株当たり純資産額 352円63銭

 
１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 28,502百万円

普通株式に係る純資産額 28,502百万円

普通株式の発行済株式数 69,083,597株

普通株式の自己株式数 205,035株

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

68,878,562株
　

純資産の部の合計額 24,299百万円

普通株式に係る純資産額 24,299百万円

普通株式の発行済株式数 69,083,597株

普通株式の自己株式数 172,955株

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

68,910,642株
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 42円13銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
 
１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 2,903百万円

普通株式に係る四半期純利益 2,903百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数 68,928,384株

１株当たり四半期純利益金額 63円99銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 4,408百万円

普通株式に係る四半期純利益 4,408百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数 68,901,565株

 
　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 16円86銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
 
１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 1,162百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,162百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数 68,919,661株

１株当たり四半期純利益金額 28円71銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 1,977百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,977百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。 　

普通株式の期中平均株式数 68,894,492株

 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

近畿車輛株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　乾　　　　一　　良　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　本　　　　浩　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浅　　野　　　　豊　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿

車輛株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿車輛株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年１月１日付で退職金制度の改訂を行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

近畿車輛株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　乾　　　　一　　良　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　本　　　　浩　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浅　　野　　　　豊　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿

車輛株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿車輛株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半

期連結会計期間から製品保証引当金の計上方法を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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